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本研究では，“集積の経済”と “地域間の人口移動”を考慮した空間応用一般均衡分析に向けた基礎的な分析
を実施する．具体的には，高山・赤松・石倉 (2016)が開発した，集積の経済・地域間人口移動を考慮した空間
応用一般均衡モデルを改良し，輸送費用の減少が我が国の人口分布に与える影響を調べる．そして，この結果
と実際の人口変化を比較することで，モデル挙動と実現象の整合性を確認する．さらに，このモデルを用いて，
総人口の減少が都市人口に与える影響を明らかにする．
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1. はじめに

社会資本整備，特に交通基盤整備は，その地域内だ

けでなく周辺の地域にも直接的・間接的に影響を与え

る．そのため，地域・都市ごとにその効果を定量的に

評価することが重要となる．こうした空間的な効果の

分析を可能にする代表的な枠組みが，空間応用一般均

衡 (Spatial Computable General Equilibrium: SCGE)

モデルである．

SCGE モデルに関する研究は，これまで膨大に蓄積

されており，その結果として多様な政策評価に応用さ

れるようになっている．しかし，従来型の SCGE モデ

ルでは，多様な企業が集中して立地することで得られ

る正の外部効果である “集積の経済” を考慮していな

かった．そこで，近年，新経済地理学 (New Economic

Geography: NEG)理論の発展に伴い，集積の経済を導

入した SCGE モデルが開発されるようになっている．

しかし，その SCGE モデルでは “人口移動がない”と

仮定している点が重要な課題となっていた．空間経済

学分野の研究で示されているように，集積の経済は，長

期的には「人口集積が企業集積を呼び込み，これがさ

らなる人口集積を誘発する」という循環的な相互作用

によって著しく増幅される．政策の長期的な効果は，こ

の循環的相互作用に大きな影響を受けると考えられる

ものの，人口移動を無視した SCGEモデルではこれを

表現することができない．

そこで，高山ら 1)は，“集積の経済”と “生産要素（資

本・労働・中間財）の地域間移動”を考慮した SCGEモ

デルを開発した．さらに，進化ゲーム理論に基づく手

法を提案することで，複数存在する均衡状態のうち安

定均衡状態を得ることに成功している．この集積の経

済と生産要素の地域間異動を考慮した SCGEモデルの

開発・分析手法の提案により，従来取り扱うことが難し

かった，長期的な政策の効果を分析する基盤が整いつ

つあるといえる．しかし，この SCGEモデルに関して

は，現実的な政策の効果分析に向けて不可欠であると

考えられる，実データを利用した分析結果と実現象と

の整合性の検証が全く行われていない．

そこで，本研究では，(1)高山ら 1) が開発した，集

積の経済と生産要素の地域間移動を考慮した SCGE モ

デルを改良するとともに，モデルの挙動と実現象との

整合性を確認すること，(2)構築したモデルを用いて総

人口減少の影響を明らかにすることを目的とする．そ

のために，まず，実データを用いたモデルの検証結果

をもとに，高山ら 1)のモデルに地域内輸送費用を導入

したモデルを構築する．そして，実データを用いた数

値解析により改良したモデルの特性を把握するととも

に，実現象との整合性を確認する．さらに，構築した

モデルにおいて，総人口減少が都市・地域人口にどの

ような影響を与えるのかを明らかにする．

本論文の構成は，以下の通りである．第 2章では，集

積の経済と生産要素の地域間移動を考慮した SCGE モ
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デルを説明する．第 3章では均衡状態を定義し，第 4章

において，その導出方法を示す．次に，実データを用

いたパラメータの設定方法を第 5章で提示したうえで，

第 6章において，日本を都道府県区分に従って区分し，

輸送費用を同時に一定割合減少させる条件で数値計算

を実施する．そして，その結果と実現象を比較し，そ

の整合性を確認する．その後，第 7章にて総人口減少

が人口分布に与える影響を分析する．最後に，第 8章

で本研究の成果のまとめを述べる．

2. 生産要素の地域間移動を考慮した空間応
用一般均衡モデル

本章では，Core–Peripheryモデル, Footloose Capital

モデル, Vertical Linkage モデルに基づく，空間応用一

般均衡モデルを構築する．

(1) 地域・経済環境の設定

離散的なA箇所の地域が存在する経済システムを考え

る 1．この経済には，I種類の産業が存在する．各々の産

業は独占競争的であり，各産業の企業は，収穫逓増の技

術により，労働・資本・中間財を生産要素として，差別化さ

れた財を生産する．以降では，産業 i ∈ I ≡ {1, 2, · · · , I}
の企業が生産する財を “財 i”と表す．本モデルでは，規

模の経済，消費者の多様性選好，ならびに供給できる

財の種類 (バラエティ)に制限がないことから，どの企

業も必ず他企業とは異なる種類の財を生産する．その

ため，地域 aで生産を行う企業の数は，供給される財 i

の種類数 niaに等しい．また，この財 iは，地域間輸送

ネットワークにより任意の地域に供給でき，その際の

輸送費用は氷塊費用の形をとる．

消費者は，地域全体に固定的に N 存在し，居住する

地域 a ∈ A ≡ {1, 2, · · · , A}を選択することができる．
また，各消費者は，1単位の労働に加え，κa 単位の資

本を所有しており 2，それらを非弾力的に供給する．そ

れゆえ，所得は賃金所得と資本所得からなる．労働は

自地域のみにしか供給できない 3 一方，資本は自地域

のみならず他地域へも (追加的な費用なしで) 自由に投

資することができると仮定する 4．

1 本稿で構築する SCGE モデルは，一国内に存在する複数の地
域を対象としており，国外への輸出入は無視している．

2 消費者の資本の所有量が地域毎に異なるという仮定を導入した
のは，地域全体の総資本量と人口が必ずしも比例しないためで
ある．

3 この仮定を導入することから，実証分析では都市・地域を単純
に行政圏で定義するのではなく，都市雇用圏2) を用いるべきで
あると考えられる．

4 この仮定は，本研究が資本として想定しているのが，工場設備
等ではなく，金融資産などの地域間を自由に移動可能なもので
あることを意味している．

(2) 消費者行動

本稿では，産業 i ∈ I に従事し，資本を地域 ãの産

業 ĩに供給する消費者を “消費者 {i, ã, ĩ}”と表す．ただ
し，以降では，x = {i, ã, ĩ} と定義し，表記の簡略化の
ため，誤解のない範囲で x を用いた表現をする．

すべての消費者は，財 j ∈ I に対して同一の選好を
有すると仮定する．また，地域 a ∈ Aに居住する消費
者 x ∈ X ≡ {x = {i, ã, ĩ} | ã ∈ A, i, ĩ ∈ I} の効用関数
u({cja,x })は，次の準線形効用関数を用いる:

u({cja,x }) =
∑
j∈I

µj ln
[
cja,x

]
, (1)

ここで，µi ∈ (0, 1]は消費者の財 iへの支出割合を表す

定数であり，
∑

i µ
i = 1が成立する．また，cja,x は差別

化された財 j の消費により得られる部分効用を表して

おり，次の CES 関数により定義する:

cja,x =

[∑
b∈A

∫ nj
b

0

{
qjba,x (ν)

}σj−1

σj

dν

] σj

σj−1

. (2)

ここで，ν は財の種類 (バラエティ)を表すインデック

スであり，常にその種類が連続的かつ無限に存在する

と仮定するため，連続変数とする．また，qjba,x (ν)は，

地域 bで生産され，地域 aの消費者 x により消費され

る財 j のバラエティν の消費量，njb は地域 bで生産さ

れた財 jの種類 (バラエティ)数，σj > 1 は財 jの代替

の弾力性である．

消費者の予算制約式は以下の通りとなる:∑
j∈I

∑
b∈A

∫ nj
b

0

pjba(ν)q
j
ba,x (ν) dν = ya,x . (3)

ここで，ya,x は消費者 x = {i, ã, ĩ}の所得，pjba(ν) は
地域 bで生産され，地域 aの消費者 x により消費され

る財 jのバラエティνの価格である．なお，地域 aの消

費者 x = {i, ã, ĩ}の所得は賃金所得と資本所得の和で
与えられるため，ya,x (= ya,{i,ã,̃i})は地域 aの産業 iの

企業が支払う賃金 wi
aと，地域 ãの産業 ĩの企業が支払

う資本レント rĩã により表すことができる:

ya,{i,ã,̃i} = wi
a + κar

ĩ
ã. (4)

効用最大化問題は，選好が財 j ∈ I毎に分割可能であ
り，かつ財 j の部分効用関数 cja,x が qjba,x (ν)に関して

homothetic であるため，2段階の問題へと変換できる:

[下位問題]

min
{qjba,x

(ν)}

∑
b∈A

∫ nj
b

0

pjba(ν)q
j
ba,x (ν) dν, s.t. (2), (5a)

[上位問題]

max
{cja,x }

∑
j∈I

µj ln
[
cja,x

]
, s.t.

∑
j∈I

ρjac
j
a,x = ya,x . (5b)
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ここで，ρja は地域 aでの財 j の価格指数である:

ρja =

[∑
b∈A

∫ nj
b

0

{
pjba(ν)

}1−σj

dν

] 1

1−σj

. (6)

この効用最大化問題 (5)を解くことにより，財 jの消費

量が価格 pjba(ν)，所得 yx の関数として，次のように導

出される:

cja,x = µj ya,x

ρja
, qjba,x (ν) =

[
pjba(ν)/ρ

j
a

]−σj

cja,x . (7)

(3) 企業行動

各地域・各産業の企業は，前述したように，Dixit and

Stiglitz 3)型の独占的競争を行う．すなわち，自由に参

入・撤退できると仮定した企業が，収穫逓増の技術によ

り差別化された財を生産する．具体的には，産業 i ∈ I
の企業 ν が財 iのバラエティν を生産するには，生産

要素 (労働・資本・中間財の合成財)を固定的に 1単位

と，生産量 sia(ν)に応じて βi
as

i
a(ν)単位投入する必要

がある:{
lia(ν)

}ηi
a
{
kia(ν)

}γi
a
∏
j∈I

{zjia (ν)}α
ji
a = 1 + βi

as
i
a(ν).

(8)

ここで，lia(ν), k
i
a(ν) は地域 a の産業 i の企業 ν が投

入する労働量と資本量，zjia (ν) は財 j の中間投入量，

ηia, γ
i
a, α

ji
a ∈ [0, 1] は，各々，労働・資本・中間財 jの投

入割合を表すパラメータであり，ηia+γ
i
a+

∑
j∈I α

ji
a = 1

を満たす．この中間投入量 zjia (ν)は，地域 bの企業 ν̃

が生産する財 j の中間投入量 zjiba(ν̃, ν)を代替の弾力性

σj を用いて集計した次の関数で定義する:

zjia (ν) =

[∑
b∈A

∫ nj
b

0

{
zjiba(ν̃, ν)

}σj−1

σj

dν̃

] σj

σj−1

. (9)

財 iの輸送には，氷塊費用の形をとる費用がかかる 5．

すなわち，地域 aから bに 1単位の財 iを輸送すると，

最初の 1単位のうち 1/τ iab単位だけが実際に到着し，残

りは溶けてしまう (溶けた分が輸送費用) と考える．そ

のため，地域 aで生産された財 iの (労働者・企業の)

地域 bにおける需要量 xiab(ν)と供給量 sia(ν)との間に，

次の関係が成立する:

sia(ν) =
∑
b∈A

τ iabx
i
ab(ν), (10a)

xiab(ν) =
∑
x∈X

qiab,x (ν)Nb,x +
∑
j∈I

∫ nj
b

0

zijab(ν, ν̃)dν̃.

(10b)

5 本稿では，単純なモデル構造・NEG との整合性を確保するため
に，輸送部門を導入せず氷塊費用を採用した．しかし，宮城 4)

などで指摘されているように，この設定は，交通インフラ整備
等の効果が輸送部門の投入・産出構造に与える変化を完全に無
視していることになる．それゆえ，評価対象となる政策に応じ
て，本モデルに輸送部門を導入することが重要であろう．

ここで，Nb,x は地域 bの消費者 x = {i, ã, ĩ} (i.e., 地域

bの産業 iの企業に労働，地域 ãの産業 ĩの企業に資本

を供給する消費者) の人数である．

地域 aの各産業の企業は，独占的競争を仮定してい

るため，地域 b の消費者 x の需要関数 qjab,x (ν)，他企

業 ν̃ からの需要関数 zijab(ν, ν̃)を所与として，自ら生産

する財 iの価格 piab(ν)と労働・資本・中間財の投入量

lia(ν), k
i
a(ν), {z

ji
ba(ν̃, ν)}を設定する 6．その利潤最大化

行動は，次のように定式化できる:

max
pi
ab(ν),l

i
a(ν),k

i
a(ν),{zji

ba(ν̃,ν)}
πi
a(ν) s.t. (7), (8), (9), (10).

(11)

ここで，πi
a(ν)は利潤を表し，収入から労働・資本・中

間財の費用を引いた，以下の形で与えられる:

πi
a(ν) =

∑
b∈A

piab(ν)x
i
ab(ν)− wi

al
i
a(ν)− riak

i
a(ν)

−
∑
j∈I

∑
b∈A

∫ nj
b

0

pjba(ν̃) z
ji
ba(ν̃, ν) dν̃. (12)

この利潤最大化問題 (11)も，効用最大化問題と同様の

理由で次の 2段階の問題へと変換できる:

[下位問題]

min
{zji

ba(ν̃,ν)}

∑
b∈A

∫ nj
b

0

pjba(ν̃) z
ji
ba(ν̃, ν) dν̃ s.t. (9), (13a)

[上位問題]

max
pi
ab(ν),l

i
a(ν),{zji

a (ν)}

∑
b∈A

piab(ν)x
i
ab(ν)− wi

al
i
a(ν)

− riak
i
a(ν)−

∑
j∈I

ρjaz
ji
a (ν)

s.t. (7), (8), (10), (14). (13b)

下位問題により，地域 bで生産される中間財の需要

zjiba(ν̃, ν)が与えられる:

zjiba(ν̃, ν) =
[
pjba(ν̃)/ρ

j
a

]−σj

zjia (ν). (14)

この需要関数を与件として上位問題を解くと，財 iの

価格 piab(ν)，中間要素の投入量 lia(ν), k
i
a(ν), z

ji
a (ν)が次

のように得られる:

piab(ν) =
βi
aσ

i

σi − 1
τ iabϕ

i
a, (15a)

ϕia =

[
wi

a

ηia

]ηi
a
[
ria
γia

]γi
a ∏
j∈I

[
ρja

αji
a

]αji
a

, (15b)

lia(ν) =
ηia
wi

a

[
1 + βi

a

∑
b∈A

τ iabx
i
ab

]
ϕia, (15c)

kia(ν) =
γia
ria

[
1 + βi

a

∑
b∈A

τ iabx
i
ab

]
ϕia, (15d)

6 Dixit and Stiglitz 3) 型の独占的競争であるため，1 企業の価
格設定 piab(ν) が価格指数 ρia に与える影響は無視できる．
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zjia (ν) =
αji
a

ρja

[
1 + βi

a

∑
b∈A

τ iabx
i
ab

]
ϕia. (15e)

ここで，ϕia は生産要素の価格指数を表す．

この結果から明らかなように，財 iの価格 piab(ν)は財

iの種類 νに依存しない．したがって，qjbx (ν), z
ij
ab(ν, ν̃),

zija (ν), sia(ν), l
i
a(ν), k

i
a(ν)も，同様に，種類 ν, ν̃に依存

しない．そこで，以降では，ν, ν̃を省略し，piab, q
j
bx , z

ij
ab,

zija , sia, l
i
a, k

i
aと表記する．この結果から，財 i の価格

指数 ρia は次のように与えられる:

ρia =

[∑
b∈A

∫ ni
b

0

{
piba

}1−σi

df

] 1

1−σi

=

[∑
b∈A

nib

{
βi
bσ

i

σi − 1
τ ibaϕ

i
b

}1−σi] 1

1−σi

. (16)

以上の結果から，産業 iの企業の利潤 πi
aは，次のよ

うに表される:

πi
a =

βi
a

σi − 1
ϕias

i
a − ϕia. (17)

さらに，利潤ゼロ条件より，供給量 sia は，

sia =
∑
b∈A

τ iabx
i
ab =

σi − 1

βi
a

(18)

となる．したがって，財 iを生産する企業による中間要

素投入量 1 + βi
as

i
a は，次の通り得られる:

1 + βi
as

i
a = σi. (19)

3. 均衡条件

SCGEモデルで用いる産業連関表等のデータは，“個

人や企業の財の取引量”ではなく，常に “地域内・地域

間の総取引額”で与えられる．したがって，SCGEモデ

ルにより決定される多くの変数も，地域内・地域間の

総取引額として表現する必要がある．具体的には，地

域 aでの財 iの生産・需要量，地域 a, b間の財の輸送量

は，全て “量”ではなく “金額”により表す必要がある．

そこで，本節では，まず最初に，前章で示した SCGE

モデルから得られた “個人・一企業の取引量”を表す変

数を，“地域内・地域間の総取引額”を表す変数に変換

する．その後，それらの変数を用いて，労働・資本・財

i ∈ I の需給均衡条件を示す．
なお，本章で定義する取引額に関する変数やパラメー

タは，その種類が多いことから，付録 IIIの一覧表 (表–

3, 4) において整理されている．

(1) 数量から取引額への変換

a) 消費者行動により得られる変数の変換

最初に，消費者行動により得られる変数を考える．こ

こでは，個人の消費量を表す変数を，地域全体の消費

額を表す変数へと変換する．より具体的には，地域 a

の消費者 x = {i, ã, ĩ}の財 iの消費量を表す cja,x , q
j
ba,x

を，地域 aの消費者 x 全体の財 j の消費額Dj
a,x , d

j
ba,x

に変換する．そのために，式 (7)が，次のように表現で

きることに注目しよう:

ρjac
j
a,x = µjyx = µj

(
wi

a + κar
ĩ
ã

)
, (20a)

njbp
j
baq

j
ba,x =

[
pjba/ρ

j
a

]1−σj

njbρ
j
ac

j
a,x . (20b)

全ての関係式は単一の消費者に関するものであるため，

両辺をNa,x 倍することで地域全体の取引額を表すこと

ができる:

Dj
a,x = µjyxNa,x , (21a)

djba,x =
[
pjba/ρ

j
a

]1−σj

njbD
j
a,x . (21b)

b) 企業行動により得られる変数の変換

次に，産業 iの企業行動により得られる変数を考えよ

う．ここでは，地域 a・産業 iの各企業の供給量 sia，労

働・資本・財 j への投入量 lia, k
i
a, z

ji
a , z

ji
baを，総生産額

Si
a，労働・資本・財 j への総投入額W i

a,K
i
a,M

ji
a ,m

ji
ba

により表現する．一企業当たりの生産額 (i.e., 収入額),

(14), (15), (19) は，∑
b∈A

piabx
i
ab =

βi
aσ

i

σi − 1
ϕias

i
a, (22a)

(1 + βi
as

i
a)ϕ

i
a = σiϕia, (22b)

wi
al

i
a = ηia(1 + βi

as
i
a)ϕ

i
a, (22c)

riak
i
a = γia(1 + βi

as
i
a)ϕ

i
a, (22d)

ρjaz
ji
a = αji

a (1 + βi
as

i
a)ϕ

i
a, (22e)

njbp
j
baz

ji
ba =

{
pjba/ρ

j
a

}1−σj

njbρ
j
az

ji
a , (22f)

と表される．したがって，両辺を nia倍することで，次

の関係式が得られる:

Si
a = σiniaϕ

i
a, W i

a = ηiaS
i
a, (23a)

Ki
a = γiaS

i
a, M ji

a = αji
a S

i
a, (23b)

mji
ba =

[
pjba/ρ

j
a

]1−σj

njbM
ji
a . (23c)

(2) 均衡条件

前節では，数量を表す変数を取引額に関する変数に

変換した．そこで，本節では，取引額を表す変数を利

用した形で，モデルの均衡条件を定式化する．

本稿では，NEG理論と同様，財・労働・資本市場は，

消費者が居住地や生産要素 (労働と資本) の供給先を変

更できないほど短期間で均衡し，長期的には消費者は

自らの得る効用を最大化するように居住地・生産要素

の供給先を選択すると仮定する 7．すなわち，均衡状態
7 資本の供給先選択は，居住地や労働の供給先選択と比較すると，
より短期的な選択行動であると考えられる．ただし，本稿では，
複数種類存在する均衡状態の中から効率的に安定的なものを得
るために，資本の供給先選択を長期均衡条件として定式化した．
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を，Na,x を与件とした状況下で財・労働・資本市場が

均衡する “短期均衡状態”と，消費者の居住地・生産要

素供給先 (地域・産業) 選択均衡条件を満たす “長期均

衡状態”の 2段階に分ける．そこで，本節では短期均衡

条件・長期均衡条件を順に示す．

なお，本モデルの変数は，全体で 8AI+AI2+3A2I2+

A2I3 +A3I3存在する: 地域 aの産業 iに労働・地域 ã

の産業 ĩに資本を供給する消費者 x = {i, ã, ĩ}の財 jの

最終需要額Dj
a,x (A2I3個)，地域 aの消費者 x による地

域 bから輸送される財 j の最終需要額 djba,x (A3I3個)，

財 iの総供給額 Si
a (AI個)，産業 iの企業の労働への総

需要額W i
a (AI個)，資本への総需要額Ki

a (AI個)，産

業 i の企業の財 j への中間需要額M ji
a (AI2 個)，地域

bから aに輸送される財 j への中間需要額M ji
ba (A2I2

個)，産業 iに従事する消費者の賃金 wi
a (AI 個)，資本

レント ria (AI 個)，消費者 x の所得 ya,x (A2I2個) 財 i

の価格指数 ρia (AI個)，産業 iの企業が投入する生産要

素の価格指数 ϕia (AI 個)，産業 iの企業数 nia (AI 個)，

地域 aの消費者 x の人口 Na,x (A2I2 個)．そこで，以

降では，未知変数分の短期・長期均衡条件を示す．

a) 短期均衡条件

まず，各財・労働市場の均衡条件を示す．財・労働

市場に関する変数間の関係式は，前節で得られた条件

(4), (15b), (16), (21), (23)から，5AI+AI2+2A2I2+

A2I3 +A3I3 だけ与えられる:

ϕia =

[
wi

a

ηia

]ηi
a
[
ria
γia

]γi
a ∏
j∈I

[
ρja

αji
a

]αji
a

, (24a)

ρia =

[∑
b∈A

nib
{
ψi
bτ

i
baϕ

i
b

}1−σi

]1/(1−σi)

, (24b)

Dj
a,x = µjya,xNa,x , (24c)

djba,x =
[
ψj
bτ

j
baϕ

j
b/ρ

j
a

]1−σj

njbD
j
a,x , (24d)

W i
a = ηiaS

i
a, (24e)

Ki
a = γiaS

i
a (24f)

ya,{i,ã,̃i} = wi
a + κar

ĩ
ã, (24g)

M ji
a = αji

a S
i
a, (24h)

mji
ba =

[
ψj
bτ

j
baϕ

j
b/ρ

j
a

]1−σj

njbM
ji
a , (24i)

Si
a = σiniaϕ

i
a. (24j)

ここで，ψj
b = βj

bσ
j/(σj−1)である．そこで，以降では，

条件 (24)に加えて短期均衡状態が満たす，(i.e., Na,x に

関する条件以外の) 3AI の条件を示す．

各地域での労働の需給均衡条件

最初に，各地域の労働の需給均衡条件を示す．地域

なお，本稿で提案した枠組みの他に，資本の供給先選択を短期・
長期の間に位置する中期的な行動とすることも考えられる．

a・産業 iの労働需要額はW i
a，供給額は，地域 a・産業

iの労働供給量が
∑

ã

∑
ĩNa,{i,ã,̃i} で与えられるため，

wi
a

∑
ã

∑
ĩNa,{i,ã,̃i} となる．したがって，この条件は

以下で表される:

W i
a = wi

a

∑
ã∈A

∑
ĩ∈I

Na,{i,ã,̃i}. (25)

各地域での資本の需給均衡条件

次に，各地域の資本の需給均衡条件を示す．地域 ã・産

業 ĩの資本需要額はK ĩ
ã，供給額は rĩã

∑
a

∑
i κaNa,{i,ã,̃i}

で与えられるため，この条件は以下で表される:

K ĩ
ã = rĩã

∑
a∈A

∑
i∈I

κaNa,{i,ã,̃i}. (26)

各地域での財 iの需給均衡条件

均衡状態では，地域 aで生産する財 iの総供給額は，

財 iの最終需要額・中間需要額の合計と一致する:

Si
a =

∑
b∈A

∑
x∈X

diab,x +
∑
j∈I

mij
ab

 . (27)

以上で示した短期均衡状態における主体間の労働・資

本・財 i ∈ I の取引関係は，図–1 に示すとおりである．

なお，図の実線の矢印は財，破線は労働，鎖線は資本

に関する金銭の移動を表す．

b) 長期均衡条件

次に，消費者の居住地域，労働・資本の供給先選択に関

する長期均衡条件を示す．地域 aの消費者 x = {i, ã, ĩ}
は，より高い効用が得られる居住地 aと，労働・資本

の供給先を選択する．ただし，NEG モデルでは，全消

費者が均質，かつ地域間を自由に移動できる場合，(い

わゆる no black-hole 条件を満足することができないた

め) 常に消費者・産業が一地域に集中する状態のみが安

定均衡状態となる．さらに，Helpman 5) モデルの分析

をした Akamatsu et al. 6) で示されているように，通

勤コストや地代の導入のみでは，この問題は完全には

解消できない．

そこで，本研究では，構築したモデルが (現実的な)

複数の人口・産業集積地の創発を表現できるよう，消

費者の居住地選択と労働・資本の供給先選択行動に異

質性を導入するとともに，消費者の移住 (労働の地域間

移動) を一部制限する．具体的には，本稿では，全消費

者が居住する地域・産業を自由に選択できるわけでは

なく，一定割合 λの消費者しか地域・産業間移動がで

きないと仮定する．さらに，消費者の異質性を導入し，

消費者の居住地，労働・資本の供給先に関する選択行

動が nested logit model により表現される状況を考え

る．その際，nested logit model と経済理論とを整合化

させるために，消費者選択に関する階層構造は，事前

に定義するのではなく，(現実データを用いて推定され

た) 居住地・労働・資本の供給先選択に関する分散パラ
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図–1 主体間の労働・資本・財 i ∈ I の取引関係の模式図 (矢印は金銭の流れる方向を表す)

メータ θA, θL, θC の大きさに応じて定義する．具体的

には，分散パラメータが最小となる選択を最上位，最

大となる選択を最下位と設定する．このとき，長期均

衡状態Na,{i,ã,̃i} は，次の条件により与えられる:

Na,{i,ã,̃i} = N̂a,{i,ã,̃i} + Ña,{i,ã,̃i}, (28a)N̂a,{i,ã,̃i} = Pa,{i,ã,̃i}λN,

Pa,{i,ã,̃i} = P1 · P2 · P3,
(28b)

Ña,{i,ã,̃i} = P̃a,{i,ã,̃i}Ña,

P̃a,{i,ã,̃i} = PC(v(ã, ĩ | a, i) + ζ̃ ĩã).
(28c)

ここで，N̂a,{i,ã,̃i}, Ña,{i,ã,̃i} は，地域間を移住可能・不

可能な地域 aの消費者 {i, ã, ĩ} の人数，Ñaは移住不可

能な消費者の地域 a人口であり，

Ña =
∑
i∈I

∑
ã∈A

∑
ĩ∈I

Ña,{i,ã,̃i}, (28d)

(1− λ)N =
∑
a∈A

Ña (28e)

を満足する．また，P1, P2, P3 は各階層の選択確率を

表しており，θA, θL, θC の大きさに応じた形で与えら

れる．具体的には，θL < θC < θA となるケースでは，

これらの確率は以下で表される (その他のケースについ

ては付録 I参照):

P1 = PL(V (i) + ζi), (29a)

P2 = PC(V̂ (ã, ĩ|i) + ζ ĩã), (29b)

P3 = PA(v(a|i, ã, ĩ) + ζa). (29c)

PL(V (i) + ζi), PC(V̂ (ã, ĩ|i) + ζ ĩã), PA(v(a|i, ã, ĩ) + ζa)

は，各々，地域間移動が可能な労働者の労働供給先・資

本供給先・居住地の選択確率である:

PL(V (i) + ζi) =
exp[θL(V (i) + ζi)]∑
j exp[θ

L(V (j) + ζj)]
, (30a)

PC(V̂ (ã, ĩ|i) + ζ ĩã) =
exp[θC(V̂ (ã, ĩ|i) + ζ ĩã)]∑

b̃

∑
j̃ exp[θ

C(V̂ (b̃, j̃|i) + ζ j̃
b̃
)]
,

(30b)

PA(v(a|i, ã, ĩ) + ζa) =
exp[θA(v(a|i, ã, ĩ) + ζa)]∑
b exp[θ

A(v(b|i, ã, ĩ) + ζb)]
.

(30c)

また，V (i), V̂ (a|i), V̂ (ã, ĩ|i), v(b|i, ã, ĩ) は，各選択階
層の期待最大効用であり，以下で与えられる:

V (i) =
1

θC
ln

∑
b∈A

∑
j∈I

exp
[
θC

{
V̂ (b, j|i) + ζjb

}] ,
(31a)

V̂ (ã, ĩ|i) = 1

θA
ln

[∑
b∈A

exp
[
θA

{
vb,{i,ã,̃i} + ζb

}]]
,

(31b)

v(b|i, ã, ĩ) = vb,{i,ã,̃i}, (31c)

va,x =
∑
j∈I

µj
{
ln
[
µj

]
− ln

[
ρja

]
+ ln [ya,x ]

}
. (31d)

なお，ζa, ζi, ζ ĩã, ζ̃
ĩ
ã は，地域・産業固有の効用項であ

り，第 5章で示される手順により，実データが均衡条

件を満たすような値に設定される 8．

4. 均衡状態の解法手順

NEGモデルには，安定・不安定な複数の長期均衡状

態が存在することが知られている．そこで，本章では，

前節で得られた均衡条件を満たす，安定的な均衡状態

を求める方法を示す．

8 これらの項 ζa, ζi, ζ ĩã を考えることは，効用 va,{i,ã,̃i} に確定

的効用項 ζa,{i,ã,̃i} = ζa + ζi + ζ ĩã を導入することと一致する．

第 55 回土木計画学研究発表会・講演集

 6



(1) 短期均衡状態の導出

まず，短期均衡状態は，次の非線形連立方程式の解

として得られる:

ϕ̂ia
ψi
a

=

[
Si
a

NL
a,i

]ηi
a
[

Si
a∑

a

∑
i κaNa,{i,ã,̃i}

]γi
a ∏
j∈I

[
ρja

αji
a

]αji
a

,

(32a){
ρia

}1−σi

=
∑
b∈A

nib

{
τ ibaϕ̂

i
b

}1−σi

, (32b)

Si
a = σinia

ϕ̂ia
ψi
a

, (32c)

Si
a =

∑
b∈A

nia

{
τ iabϕ̂

i
a

}1−σi

{
ρib
}1−σi

µiYb +
∑
j∈I

αij
b S

j
b

 .
(32d)

ここで，ϕ̂ia = ψiϕia，N
L
a,iは，地域 a，産業 iに供給さ

れる労働者数を表しており，以下で与えられる．

NL
a,i =

∑
ã∈A

∑
ĩ∈I

Na,{i,ã,̃i}, (33)

また，Yb は地域 bの消費者の総所得である:

Yb =
∑
x∈X

yb,xNb,x

=
∑
i∈I

ηibSi
b +

∑
ã∈A

∑
ĩ∈I

κbγ
ĩ
ãS

ĩ
ãNb,{i,ã,̃i}∑

a

∑
i κaNa,{i,ã,̃i}

 . (34)

この非線形連立方程式の未知変数は ϕ̂ia, ρ
i
a, n

i
a, S

i
a

(4AI 個) のみである．前節で示した残りの未知変数は，

均衡条件 (24), (25), (26)に連立方程式の解を代入する

ことで容易に得られる．ただし，これらの条件式は，正

確には，ワルラス法則の存在により，4AI − 1 の独立

な方程式にしかならない．したがって，ある変数を基

準化し (ニューメレールとし)，連立方程式を解かなけ

ればならないことに注意が必要である．

(2) 長期均衡状態の導出

長期均衡状態 Na,x は，短期均衡状態として得られる

ρia, w
i
a, r

i
aを利用し，条件 (28)を解くことで得られる．

ただし，NEG分野で良く知られているように，この長

期均衡状態Na,x は安定・不安定なものが複数存在する．

そこで，本稿では，次の調整ダイナミクスを利用して，

安定的な均衡状態 Na,x を導出する:

dNa,x

dt
=
dN̂a,x

dt
+
dÑa,x

dt
, (35a)

dN̂a,x

dt
= Pa,xλN − N̂a,x , (35b)

dÑa,x

dt
= P̃a,x Ña − Ña,x . (35c)

なお，この調整ダイナミクスは，進化ゲーム理論7), 8)で

その特性が良く知られている logit dynamic を nested

Input: 間接効用関数

長期均衡条件 (調整ダイナミクス)

Output: 安定均衡状態

Input: 地域別の労働者 人口

短期均衡条件 (各市場の需給均衡条件)

Output: 労働・資本・財の価格
(間接効用関数)

図–2 長期均衡状態の導出過程: 長期・短期均衡状態の関係

logit 型に拡張したものと対応している．この安定的な

長期均衡状態の導出過程は，図–2 で模式的に示すとお

りである．

この調整ダイナミクスを利用した安定的な均衡状態

を導出する手順は，次の通りとなる 9:

step 0: 消費者による居住地・生産要素供給先に関

する選択の初期状態N (0) = {N (0)
a,x } を設定．

step 1: n−1回目の計算で得られた N (n−1) を利

用して短期均衡条件 (32) を解く．

step 2: 以下で示すように，調整ダイナミクス方向

に居住地・生産要素供給先N (n) を改訂する:

N̂ (n)
a,x = N̂ (n−1)

a,x + ∆̂(n−1)
a,x , (36a)

Ñ (n)
a,x = Ñ (n−1)

a,x + ∆̃(n−1)
a,x , (36b)

∆̂(n)
a,x = δ

{
Pa,x (N

(n))λN −N (n)
a,x

}
, (36c)

∆̃(n)
a,x = δ

{
P̃a,x (N

(n))Ña − Ñ (n)
a,x

}
. (36d)

ここで，δは調整ダイナミクス方向への均衡解

の変化の度合を表すパラメータ，Pa,x (N
(n)),

P̃a,x (N
(n))はN (n)の下で得られる Pa,x , P̃a,x

である．

step 3: ∥N (n) −N (n−1)∥ ≤ ϵ であれば計算終了．

そうでなければ，n := n− 1として step 1に

戻る．

logit dynamic は，任意の状態から安定均衡状態へと収

束する解軌跡が唯一であることが知られている (e.g.,

Sandholm 8))．したがって，構築した SCGE モデルに

は複数の安定均衡状態が存在し得るものの，本研究で

提案する安定均衡状態の導出方法は，政策実施に伴い

基準均衡状態から創発する状態を正しく捉えることが

できると考えられる．

9 大規模な空間経済を考える場合は，Akamatsu et al. 9) により
提案されている Fukushima 10) 型の merit 関数を用いたアプ
ローチにより計算効率を向上させることができる．
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5. パラメータ設定方法

本モデルの基準均衡状態を実データと整合的にする

ためには，モデル・パラメータを推定・キャリブレー

トする必要がある．そこで本節では，データからその

数値が得られる W i
a, K

i
a, S

i
a, M

ij
a , Ya が基準均衡状態

(i.e., 政策を実施していない状況下での均衡状態) とな

るような，短期・長期均衡条件に関係するパラメータ

の推定・キャリブレート方法を順に説明する．

(1) 短期均衡条件に関係するパラメータ

本節では，短期均衡条件に関係するパラメータ αij
a ,

ηia, γ
i
a, τ

i
ab, σ

i, µi, Na,x , N̂a,x , Ña,x , κa, ψ
i
aのキャリブ

レーション方法を示しておこう．以降で用いる基準均

衡データは，2005年の各地域の産業連関表から得られ

る，地域・産業別生産額 Si
a，賃金 (家計外消費支出と

雇用者所得の和で与える) W i
a，資本レント (営業余剰，

資本減耗引当，間接税，経常補助金の和で与える) Ki
a，

中間投入額M ij
a ，最終消費額 Ya である 10．

パラメータ αij
a , η

i
a, γ

i
aは，2005年の各地域の産業連

関表データから，その値を設定する．具体的には，αij
a ,

ηia, γ
i
aは，各々，地域 a・産業 iの中間投入総額に占め

る財 jの中間投入額，労働，資本 (付加価値から家計外

消費支出・雇用者所得を除いたもの) の割合を用いる．

次に，輸送費用に関するパラメータ τ iabを考えよう．こ

のパラメータは，容易にデータを得ることができないこ

とから，Redding and Venables 11), Head and Mayer 12)

と同様の方法で推定する．より具体的には，式 (24)を用

いると，地域 a, b 間の財 i の輸送額Xi
ab =

∑
x d

i
ab,x +∑

j m
ij
ab が次のように与えられることを利用する:

ln[Xi
ab] = FXi

a + ln{τ iab}1−σi

+ FMi
b. (37)

ここで，FXi
a は生産地 a に関する項，FMi

b は需要地

b に関する項を表す．さらに，輸送費用 {τ iab}1−σi

は，

地域 a, b の距離 11distab の関数で与えられると考える:

{τ iab}1−σi

= {distab}τ
i

. (38)

そして，次の推定式により τ i を得る:

ln[Xi
ab] = FXi

a + τ i ln[distab] + FMi
b + ξiab. (39)

ここで，ξiabは誤差項である．なお，財 iの都道府県/都

市間交易額に関するデータを得るのは困難であるため，

本稿では，経済産業省で公開している 9地域間産業連

関表を用いて，τ i を推定する．なお，注意が必要なの

は，ここで示したパラメータ推定方法では，輸送費用
10 ただし，総最終消費額

∑
a Ya は，輸出入を正確に反映しない限

り，データ上は必ずしも 総付加価値
∑

a

∑
i W

i
a+Ki

a と一致し
ない．そこで，本稿では，基準均衡データとして与える地域別最終
消費額を，データ上得られる地域ごとの最終消費額 Ŷa を用いて，
次のように定義した: Ya = Ŷa{(

∑
a

∑
i W

i
a+Ki

a)/(
∑

a Ŷa)}.
11 各地域のセントロイドは域内の人口最大都市とし，地域間距離
は google map で得られる直線距離を用いた．

パラメータ τ i と 代替弾力性パラメータ σi を分離でき

ない点である．すなわち，推定により得られる結果は，

あくまで τ i であり，代替弾力性の効果を除いた輸送費

用パラメータを推定するわけではない．

本稿では，以降の分析で広範囲のエリアを 1地域と

して扱い分析を進めることから，通常の NEG モデル

や高山ら 1)とは異なり，地域内の財輸送にも費用がか

かると考える．すなわち，{τ iaa}1−σi

< 1 となる状況を

扱う．地域内輸送費用 {τ iaa}1−σi

を推定する際に必要

となる，Xi
aa のデータは地域間産業連関表から得られ

る．しかし，この状況を取り扱うためには，地域内輸

送距離 distaa を定義する必要がある．そこで，本研究

では，Redding and Venables 11) と同様，地域 a の総

面積 areaa を用いて，

distaa = 2/3
√
areaa/π (40)

を用いる．この地域内輸送距離を採用することは，1)

地域 a が円状であること，2) 全ての生産活動がその中

心で行われ，消費者が円内に均等に分布すること，を

仮定することと対応している．

産業 iの財の代替弾力性 σiは，短期均衡条件 (32) で

用いられていることから理解できるように，(1− σi)τ i

とは別に推定する必要がある．ただし，数多くの研究

で指摘されているように，代替弾力性 σi の適切な推定

には，現状では困難が伴う．そこで，本研究では，既存

研究で推定された σi の値を利用することとする．

µi は，システム全体の財 i ∈ I の最終需要・中間需
要額が総供給量と等しくなるように設定する．より具

体的には，式 (8)を地域 aについて足し合わせた，次の

関係式を満たす値に設定する:∑
a∈A

Si
a =

∑
a∈A

∑
b∈A

∑
x∈X

diab,x +
∑
j∈I

mij
ab

 . (41)

したがって，µi は以下の通り与えられる:

µi =

∑
a S

i
a −

∑
a

∑
j M

ij
a∑

a Ya
. (42)

地域 a の消費者 {i, ã, ĩ} の人口Na,{i,ã,̃i} は，地域・

産業別労働者数 NL
a,i と，資本供給数 NC

a,i に分けて設

定する:

NL
a,i =

∑
b∈A

∑
j∈I

Na,{i,b,j}, (43a)

NC
a,i =

∑
b∈A

∑
j∈I

Nb,{j,a,i}. (43b)

まず，NL
a,iは，総務省統計局で公開されている，地域・

産業別の就業者数で与える．NC
a,i は，資本の供給量に

関するデータを得ることが困難であることから，各地

域・産業の労働者数と資本量が比例していると仮定す

る．すなわち，NL
a,i = NC

a,i となるように設定する．ま

た，資本はいずれの地域・産業へも自由に投資できる
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ことから，本研究では，消費者の資本の投資先は，居

住する地域・労働を供給する産業に依存しないと仮定

する．この仮定の下では，Na,{i,ã,̃i} は次のように表す

ことができる:

Na,{i,ã,̃i} =
NC

ã,̃i

N
NL

a,i. (44)

また，N̂a,x , Ña,x は，基準均衡状態では移住可能・不可

能な消費者の割合が各地域で同一であると仮定し，以

下で与える:

N̂a,x = λNa,x , (45a)

Ña,x = (1− λ)Na,x . (45b)

このとき，Ña は，次の形で表すことができる:

Ña = (1− λ)
∑
i∈I

NL
a,i. (46)

κaは，各地域の総可処分所得 Yaと賃金所得, 資本所

得が整合するように設定する．すなわち，次の関係を

満足する値とする:

Ya =
∑
i∈I

W i
a +

∑
ã∈I

∑
ĩ∈I

rĩãκaNa,{i,ã,̃i}

 . (47)

これを整理すると，κaは次の関係を満たす値として設

定される:

Ya −
∑
i∈I

W i
a =

∑
ã∈A

∑
ĩ∈I

∑
iNa,{i,ã,̃i}κa∑

b

∑
j Nb,{j,ã,̃i}κb

K ĩ
ã. (48)

残りのψi
aは，均衡条件式 (32)を用いて設定する．均

衡条件を求める際に解くべき非線形連立方程式の変数

のうち，基準均衡状態のデータからW i
a,K

i
a, S

i
a, Ya が

得られる．そこで，上述した方法で得られたパラメータ

σi, τ iab, α
ij
a , µ

i, Ci
adとW i

a,K
i
a, S

i
a, Yaを用いて，式 (32)

より，ϕ̂ia, ρ
i
a, ψ

i
a, n

i
a を決定する．この具体的な手順は

次の通り:

step 1 条件 (32d) の非線形連立方程式から Φi
a =

nia(ϕ
i
a)

1−σi

を計算する:

Si
a −

∑
b

{τ iab}1−σi

Φi
a∑

k{τ ikb}1−σiΦi
k

µiYb +
∑
j

αij
b S

j
b

 = 0.

(49)

step 2 条件 (32b)に Φi
a を代入して，ρ

i
a を得る．

step 3 条件 (32a)にρiaを代入して，ϕ
i
a/ψ

i
aを得る．

step 4 条件 (32c)に ϕia/ψ
i
a を代入して，n

i
a を得

る．

step 5 Φi
a と nia より，ϕ

i
a を計算する．

step 6 ϕia/ψ
i
a と ϕia から，ψ

i
a を導出する．

(2) 長期均衡状態に関係するパラメータ

次に，長期均衡条件 (28) を満たすためのパラメータ

θA, θL, θC , ζa, ζ
i, ζ ĩã, ζ̃

i, ζ̃ ĩã のキャリブレーション方法

を示す．これらのパラメータは，長期均衡条件 (28)が成

立する値に設定する．そのために，まず θA, θL, θC は，

ζa = ζi = ζ ĩã = ζ̃i = ζ̃ ĩã = 0 ∀a, ã ∈ A, ∀i, ĩ ∈ I とした
時の nested logit model の対数尤度関数 Lを最大化す
る値とする:

L =
∑
a∈A

∑
x∈X

[
N̂a,x

λN
ln [Pa,x ] +

Ña,x

Ña

ln
[
P̃a,x

]]
. (50)

最後に，長期均衡条件を満たすように，各地域・産業

の ζa, ζ
i, ζ ĩã, ζ̃

i, ζ̃ ĩã を設定する:

N̂a,x − Pa,xλN = 0, (51a)

Ña,x − P̃a,x Ña = 0. (51b)

ただし，この方法では ζa, ζ
i, ζ ĩã, ζ̃

i, ζ̃ ĩãの値は一意に決ま

らない．そこで，ここでは，ζ1 = ζ1 = ζ11 = ζ̃1 = ζ̃11 = 0

に基準化して，残りのパラメータ値を決めることとする．

6. モデル挙動と実現象との比較: 輸送費用
の減少効果

本章では，2005年の国勢調査と各都道府県の産業連

関表のデータを用いて，パラメータのキャリブレーショ

ン・推定を行う．そして，輸送費用の減少が各地域の人

口に与える影響を調べ，実現象との整合性を確認する．

なお，ここでは，日本国内を都道府県毎に分割する．

ただし，東京都・神奈川県・埼玉県・千葉県の 4都県

は，“東京圏”として 1地域としてまとめて考える 12．

また，産業は，第一次産業・第二次産業・第三次産業の

3種類とした 13．

(1) パラメータの推定・キャリブレーション結果

まず，輸送費用パラメータ τ i を，地域間産業連関表

のデータを用いて推定する．その際，地域間産業連関

表の地域分割と同様に，日本国内を図–3 に示す 8地域

に分割する 14．地域間産業連関表に記載されている地

域・産業別の最終・中間需要額 diab,x , m
ij
ab を利用する

と，地域 a, b間の財 i の輸送額 Xi
ab に関するデータが

得られる．さらに，各地域のセントロイドを人口最大

都市の市役所と設定し，distab をセントロイド間の直

12 これは，様々な定義の都市圏の下で，これら 4 都県の殆どが 1
地域とみなされているためである．

13 第一次産業は，日本標準産業分類における大分類 A 農業・林業，
大分類 B 漁業とした．また，第二次産業は，大分類 C 鉱業・
採石業・砂利採取業，大分類 D 建設業，大分類 E 製造業とし，
第三次産業はそれ以外を用いた．

14 沖縄県については，他都道府県と比較すると輸送費用が大幅に
大きくなること，経済規模が小さいことから，本適用計算では
考慮しないこととした．
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図–3 適用計算での地域分割

表–1 輸送費用パラメータの推定結果

パラメータ 推定値

τ1 −1.372

τ2 −1.274

τ3 −1.603

線距離 (単位は km) で定義する 15．なお，地域内輸送

距離 distaa は，国勢調査データから得られる各地域の

総面積 areaa を利用して (40) で与える．すると，(39)

の推定式より，τ i が表–1の通り得られる．

この推定結果から，第三次産業の τ3は，その他の産

業より小さい (絶対値が大きい) ことがわかる．これに

は次の理由が考えられる: 第三次産業の財は輸送が困

難であるとともに，Knaap and Oosterhaven 13) による

σi の推定結果から示唆されるように，一般に第一・二

次産業の財と比較して代替弾力性が大きく，遠方の地

域では需要が見込めない 16．

各地域の αij
a , η

i
a, Ŷa,W

i
a は，2005年の各地域の産業

連関表，N i
aは総務省統計局で公表されている都道府県・

産業別の就業者数より得た．また，代替弾力性 σi は，

Knaap and Oosterhaven 13) で得られている産業分類

別の代替弾力性を推定した結果を用いた 17．より具体

的には，Knaap and Oosterhaven 13) で用いている産業

分類を 第一次・二次・三次産業に分類しなおした上で，

推定された代替弾力性の平均値である (σ̄1, σ̄2, σ̄3) =

(11.1, 14.9, 16.4) を各産業の σi として用いた．居住す

る地域を選択できる消費者の割合 λ は，0.5 に設定し

た 18．また，µi は，(µ1, µ2, µ3) = (0.005, 0.296, 0.699)

となり，各地域の産業連関表から確認できる，産業 i へ

15 直線距離の測定には，google map を用いた．
16 第 4 章 (2) 節でも述べたとおり，本稿で用いた推定手法ではパ
ラメータ τ i の推定の際，輸送費用と代替弾力性の影響を分離で
きない．

17 実際の政策評価をする場合，この設定は必ずしも妥当とは言え
ないと考えられる．したがって，何らかの方法で代替弾力性を
推定することを検討する必要がある．

18 なお，高山ら 1) でも示されているように，λ が十分大きい値
をとる場合，モデルの挙動は定性的には変化しない．実際，全
員が移住可能なケース (λ = 1.0) でも，以降で示す結果と定性
的には同様の結果が得られた．

表–2 θA, θC , θL のキャリブレーション結果

パラメータ 推定値

θA 7.394

θC 2.599

θL 2.850

の最終消費シェアと大きな差がないことが確認できた．

長期均衡条件から得られたロジットパラメータ

(θA, θC , θL) の推定結果は，表–2 に示すとおりである．

この結果から，消費者選択の階層構造は，最上位から

順に，居住地選択・労働の供給先・資本の供給先となる

ことが確認できる．

(2) モデル挙動と実現象との比較

以上で得られたパラメータを用いて，地域間輸送費

用の減少が各地域・産業に与える影響を調べる．各地

域・産業の就業者数の変化は，全就業者数 NL に対す

る各地域・産業の就業者数NL
a,iの割合の変化に着目す

る．具体的には，次の式によって与えられる値を比較

する．

NLA
a,i −NLB

a,i

NL
× 100 (52)

ただし，上付き添え字 B, Aは，それぞれ，輸送費用削

減前・後の状態を表す．

本解析では，輸送費用の減少を，全地域内・地域間の

輸送距離を同時に一定割合減少させることにより表現

する 19．なお，輸送距離の削減割合は，最初から大き

な値に設定するのではなく，0.0 から 0.1 まで，0.001

刻みで徐々に増加させた．ここで考える “日本全国で輸

送費用が一律に低下する”という変化は，特定の交通基

盤整備ではなく，輸送技術の発展・全国的な交通基盤網

の整備に伴い，長期的に実現したと思われる．そこで，

モデル挙動と比較する実現象として 1985年から 2010

年までの労働人口 (就業者数)の変化 20を採用する．な

お，本研究ではモデルと実現象の比較の際，構築した

モデルの定性的な挙動が長期的な人口変化の傾向をと

らえることができているかという点に注目する 21．

まず，各地域の労働人口の変化は，図–4に示す通り

である．この結果から，輸送費用の減少に伴って，人

口は，東京圏・愛知県に集中し，大阪府を中心として

関西圏では減少する傾向を示すことがわかる．さらに，

これらの変化は 1985年から 2010年までの実際の労働

人口の変化の傾向と概ね一致していることも確認でき

19 ここで示される結果は，例えば，全地域間の単位距離当たりの
輸送コスト低下や，移動時間の短縮の影響を調べていると解釈
することができる．

20 就業者数は各年の国勢調査より得た．
21 本解析では，産業毎の生産技術の変化・消費者の各産業の財へ
の選好の変化・総人口等は変化しないと仮定しているため．
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図–4 輸送費用削減による各地域就業数の変化: モデル挙動と実現象との比較

る．これらの事実から，本稿で開発したモデルが概ね

実現象と整合した結果を示していると考えられる．

なお，図–4からは，福岡県・滋賀県などいくつかの

地方部において，モデル挙動と実現象との間で傾向が

異なることも確認できる．また，産業毎の労働人口に

も，モデルと実現象に傾向の相違がみられた．この原

因には，地域特有の経済環境の変化 (e.g., 滋賀県の一

部地域のベットタウン化，新幹線開業)や企業の生産技

術の変化など様々なものが考えられる．それゆえ，モ

デルと実現象のさらなる整合化のためには，より詳細

なデータ (地域分割の詳細化，社会・経済環境の変化の

考慮) を利用した分析が必要であると考えられる．ただ

し，この点は今後の課題としたい．

7. 総人口減少の影響分析

前章までで，本稿で開発した SCGE モデルが実現象

の傾向と概ね一致していることが確認できたことから，

本章では総人口の減少が各地域人口に与える影響を調

べる．なお，本稿では，総人口の減少による影響は都市

の規模ごとに大きく異なると考えられることから，都

市雇用圏を基準とした地域分割を実施する．より具体

的には，図–5に示す通り，関東地方と中部地方のみ都

市雇用圏を基準に地域分割を実施し，その他の地域に

ついては，前章と同様，道府県単位で地域を分割した．

地域分割の具体的な手順は付録 II参照．

(1) パラメータ推定・キャリブレーション結果

輸送費用パラメータ τ iは，第 6章と同様の方法で推

定した値 (表–1 )を用いる．

各地域・産業の就業者数N i
aは，2005年国勢調査，各

地域の αij
a , η

i
a, Ŷa, W

i
a は，2005年の都道府県産業連

関表から得る．ただし，関東・中部地方で分割した地域

の産業連関表を得ることは不可能である．そこで，各

都県の産業連関表から，市町村別のデータを作成する

ことを考える．より具体的には，都/県全体に占める各

市町村の就業者割合を按分係数とし，市町村別の産業

連関表を作成する．そして，それを図–5の地域毎に合

図–5 総人口減少の影響を調べる際の地域分割

算して，各地域のデータとして使用する．

代替弾力性 σi についても，前章と同様に，Knaap

and Oosterhaven 13) の産業を分類しなおしたうえ

で推定された代替弾力性の平均値 (σ̄1, σ̄2, σ̄3) =

(11.1, 14.9, 16.4)を用いる．また，µiは，(µ1, µ2, µ3) =

(0.005, 0.298, 0.697)となった．最後に，ロジットパラ

メータ (θA, θC , θL) の推定結果は，(θA, θC , θL) =

(1.647, 2.341, 0.855)となった．

(2) 総人口減少の影響分析結果

本章では，総人口が 20%減少した場合の影響を分析

する 22．その際，人口減少が各地域に与える影響を明

確にするために，次の 2つの極端な状況変化を与えて，

その後の安定均衡状態の特性を調べる:

a) 全地域とも同一割合の人口が減少する (大都市の方

が人口減少が大きい);

b) 全地域とも同一人数の人口が減少する (小都市の方

が人口減少割合が大きい)．

なお，均衡状態が一意に定まる SCGE モデルでは，a),

b) の結果が一致する一方，複数の均衡状態が存在しう

る本研究の SCGE モデルでは両ケースの結果が大きく

変化しうる．したがって，本章で示す結果は，本研究

22 ただし，数値解析で与える人口減少は段階的に (1%ずつ) 実施
した．
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図–6 ケース a) における安定均衡状態の人口減少率
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図–7 ケース b) における安定均衡状態の人口減少率

の特徴を反映したものである点に注意が必要である．

上記の条件のもとで得られた安定均衡状態における

各地域の人口減少率は，図–6, 7のとおりである．この

結果から確認できるように，ケース a) では，均衡状態

における人口減少割合がほぼ一致した．すなわち，各

地域の人口減少割合が同一である場合，人口集中/分散

化は生じないことが示された．一方，ケース b) では，

小都市から大都市への人口移動が発生することが確認

できた．関東・中部地方に注目すると，東京・名古屋

では人口減少率が 20%より低く，新潟・静岡・浜松と

いった政令指定都市では 20%程度，それ以外の小都市

では 20%を上回る人口減少率となっており，人口が少

ないほど人口減少幅が大きくなることが顕著に見て取

れる．現実の人口減少は，ケース a), b) の中間に位置

する形で進むと考えられる．したがって，以上の結果

から，人口減少は小都市の人口を大きく減少させ，大

都市部へのさらなる人口集中 (人口比率の増加) を生じ

させる可能性があることが示唆される．

8. おわりに

本研究では，高山ら 1) が開発した生産要素の地域間

移動と集積の経済を考慮した SCGEモデルを改良した．

そして，輸送費用を減少させた際のモデル挙動と実際

に観察された人口分布の変化に，類似した傾向がみら

れることを確認した．さらに，そのモデルを用いて，総

人口の減少が人口分布に与える影響を調べた．その結

果，人口減少は，さらなる大都市への人口集中をもた

らすことが示された．

謝辞: 本論文は，日本学術振興会 科学研究費補助金若

手研究 (B) (課題番号 15K18136)，基盤研究 (C) (課題

番号 16K06542) の助成金を受けた研究の一部である．

ここに記し，感謝の意を表します．

付録 I. nested logit model の選択確率

[θA = min{θA, θL, θC} の場合]

P1 = PL(V (a) + ζa), (I.1a)

P2 =

PA(V̂ (i|a) + ζi) if θL ≤ θC

PC(V̂ (ã, ĩ|a) + ζ ĩã) if θC ≤ θL
(I.1b)

P3 =

PC(v(ã, ĩ|a, i) + ζ ĩã) if θL ≤ θC

PA(v(i|a, ã, ĩ) + ζa) if θC ≤ θL
(I.1c)

ここで，V (a), V̂ (i|a), V̂ (ã, ĩ|a)は各階層で与えられる
期待最大効用であり，以下で表される:

V (a) =


1

θL
ln
[∑

j exp[θ
LV̂ (j|a)]

]
if θL < θC ,

1

θC
ln
[∑

b

∑
j exp[θ

C V̂ (b, j|a)]
]
if θC < θL,

(I.2a)

V̂ (i|a) = 1

θC
ln

∑
b

∑
j

exp[θCva,{i,b,j}]

 , (I.2b)

V̂ (ã, ĩ|a) = 1

θL
ln

∑
j

exp[θLva,{j,ã,̃i}]

 . (I.2c)

v(b, j|a, i), v(j|a, ã, ĩ) は以下で与える:

v(b, j|a, i) = va,{i,b,j}, (I.2d)

v(j|a, ã, ĩ) = va,{j,ã,̃i}, (I.2e)

va,x =
∑
j

µj
{
ln
[
µj

]
− ln

[
ρja

]
+ ln [ya,x ]

}
. (I.2f)

[θL = min{θA, θL, θC} の場合]

P1 = PL(V (i) + ζi), (I.3a)

P2 =

PA(V̂ (a|i) + ζa) if θA ≤ θC

PC(V̂ (ã, ĩ|i) + ζ ĩã) if θC ≤ θA
(I.3b)
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P3 =

PC(v(ã, ĩ|a, i) + ζ ĩã) if θC ≤ θC

PA(v(a|i, ã, ĩ) + ζa) if θC ≤ θC
(I.3c)

ここで，V (i), V̂ (a|i), V̂ (ã, ĩ|i), v(b|i, ã, ĩ) は以下で与
えられる:

V (i) =


1

θA
ln
[∑

b exp[θ
AV̂ (b|i)]

]
if θA < θC ,

1

θC
ln
[∑

b

∑
j exp[θ

C V̂ (b, j|i)]
]
if θC < θA,

(I.4a)

V̂ (a|i) = 1

θC
ln

∑
b

∑
j

exp[θCva,{i,b,j}]

 , (I.4b)

V̂ (ã, ĩ|i) = 1

θA
ln

[∑
b

exp[θAvb,{i,ã,̃i}]

]
. (I.4c)

v(b|i, ã, ĩ) = vb,{i,ã,̃i}. (I.4d)

[θC = min{θA, θL, θC} の場合]

P1 = PC(V (ã, ĩ) + ζ ĩã), (I.5a)

P2 =

PA(V̂ (a|ã, ĩ) + ζa) if θA ≤ θL

PL(V̂ (i|ã, ĩ) + ζi) if θL ≤ θA
(I.5b)

P3 =

PL(v(i|a, ã, ĩ) + ζi) if θA ≤ θL

PA(v(a|i, ã, ĩ) + ζa) if θL ≤ θA
(I.5c)

ここで，V (ã, ĩ), V̂ (a|ã, ĩ), V̂ (i|ã, ĩ) は以下で与えられ
る:

V (ã, ĩ) =


1

θA
ln
[∑

b exp[θ
AV̂ (b|ã, ĩ)]

]
if θA < θC ,

1

θL
ln
[∑

j exp[θ
LV̂ (j|ã, ĩ)]

]
if θC < θA,

(I.6a)

V̂ (a|ã, ĩ) = 1

θL
ln

∑
j

exp[θLva,{j,ã,̃i}]

 , (I.6b)

V̂ (i|ã, ĩ) = 1

θA
ln

[∑
b

exp[θAvb,{i,ã,̃i}]

]
. (I.6c)

付録 II. 地域分割の手順

関東地方と中部地方は，都市雇用圏 23の区分に基づ

いて，次の手順で分割する．

1 国勢調査による『都道府県・市町村別統計表

(一覧表)』に記載されている市町村について，

23 都市雇用圏は，(1) 中心都市を DID 人口によって設定し，(2)
郊外都市を中心都市への通勤率が 10%以上の市町村とし，(3)
同一都市圏内に複数の中心都市が存在することを許容する都市
圏設定である．中心都市の DID人口が 5万人以上の都市圏を大
都市雇用圏，1万人から 5万人のものを小都市雇用圏と呼ぶ2)．

都市雇用圏に含まれているものは，該当する

都市圏に分類する．

2 都市雇用圏に含まれない市町村は，以下の手

順に従って分類する．

(a) 人口が 1万人以上である場合，単一市町

村で一地域に区分する．

(b) 人口が 1万人未満である場合，都道府県

内の地域区分 (ex: 加賀地方・能登地方

(石川県)，上越地方・中越地方・下越地

方・佐渡地方 (新潟県))に則って，都市

雇用圏に含まれない他の市町村とまとめ

て一地域に区分する．

(c) まとめた地域の総人口が 1万人以上であ

る場合，適当な地域名をつけて終了する．

(d) まとめた地域の総人口が 1万人未満であ

る場合，隣接する他地域 (都市雇用圏で

も手順 (2b)以降で分類した地域でも可)

と合わせて一地域とする．

(e) 手順 (2c)に戻る．

付録 III. 変数・パラメータ一覧表

本稿で用いた変数の定義を 表–3，パラメータの定義

を 表–4 により整理する．
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表–3 変数一覧表 (取引額に関する変数)

記号 定義 記号 定義

Na,x 地域 a の消費者 x 人口 nia 地域 a・産業 i の企業数

N̂a,x
地域 a の地域間移動が可能な消費者 x 人口

(N̂a,x = λNa,x )
Ña,x

地域 a の地域間移動が不可能な消費者 x 人口

(N̂a,x = (1− λ)Na,x )

NL
a,i

地域 a・産業 i への労働供給量

(NL
a,i =

∑
b

∑
j Na,{i,b,j})

NC
a,i

地域 a・産業 i に資本を供給する消費者数

(NC
a,i =

∑
b

∑
j Nb,{j,a,i})

ρia 地域 a における財 i の価格指数 ϕia
地域 a・産業 i の企業が投入する生産要素の価

格指数

Di
a,x 地域 a の消費者 x の財 i への総最終需要額 diba,x

地域 a の消費者 x の地域 bで生産された財 i

への総最終需要額

Ya 地域 a の消費者の総所得 ya,x
地域 a の消費者 x の所得

(ya,{i,ã,̃i} = wi
a + κar

ĩ
ã)

wi
a 地域 a・産業 i に勤める消費者の賃金 ria 地域 a・産業 i の企業の資本レント

W i
a 地域 a・産業 i の企業の労働への総需要額 Ki

a 地域 a・産業 i の企業の資本への総需要額

M ji
a 地域 a・産業 i の企業の財 j への総中間需要額 mji

ba

地域 a・産業 i の企業の地域 bで生産された財

i への総中間需要額

Si
a 地域 a で生産される財 i の総供給額

表–4 パラメータ一覧表

記号 定義 記号 定義

αji
a 地域 a・産業 i の企業の中間財 j 投入割合 ηia 地域 a・産業 i の企業の労働投入割合

γia 地域 a・産業 i の企業の資本投入割合 σi 財 i の代替弾力性

µi 消費者の財 i への支出割合 κa 地域 aの消費者一人当たりの資本保有量

ψi
a βi

aσ
i/(σi − 1) βi

a

地域 a・産業 i の企業の生産量 1単位あたりの

(可変的) 生産要素投入量

τ i 輸送費用パラメータ (地域間移動時間に依存) ϵi 輸送費用パラメータ (移動時間に非依存)

θA 居住する地域選択に関する分散パラメータ θL
労働の供給先 (産業)選択に関する分散パラメー
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